
１．重要な会計⽅針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価⽅法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以降に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価⽅法
① 有価証券

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価

② 出資⾦
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資⾦額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資⾦の価値が著しく
低下した場合には、相当の減額を⾏うこととしております。なお、出資⾦の価値の低下割合が
30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価⽅法
なし

⼀般会計等財務書類 注記
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⼀般会計等財務書類 注記
（４）有形固定資産等の減価償却の⽅法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  なお、主な耐⽤年数は以下の通りです。

建物 15年 〜 50年
⼯作物 10年 〜 60年
物品 2年 〜 17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  （ソフトウェアについては、⾒込利⽤期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引
 及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き
 ます。） 

        ・・・・・・・・・・・・・・・⾃⼰所有の固定資産に適⽤する減価償却⽅法と同⼀の⽅法 

（５）引当⾦の計上基準及び算定⽅法
① 投資損失引当⾦

市場価格のない投資及び出資⾦のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質
価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当⾦
未収⾦ならびに徴収不能引当⾦については、過去 5 年間の平均不能⽋損率により、徴収不能⾒込
み額を計上しています。

③退職⼿当引当⾦
 退職⼿当債務から組合への加⼊時以降の負担⾦の累計額から既に職員に対し退職⼿当として⽀給
 された額の総額を控除した額に、組合における積⽴⾦額の運⽤益のうちの持分相当額を加算した
 額を控除した額を計上しています。 

④損失補償等引当⾦
履⾏すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地⽅公共団体の財政の健全化に関する法
律に規定する将来負担⽐率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当⾦
翌年度の６⽉⽀給予定の期末⼿当及び勤勉⼿当並びにそれらに係る法定福利費相当額の⾒込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
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⼀般会計等財務書類 注記
（６）リース取引の処理⽅法

ファイナンス・リース取引については、１件当たりの契約額が300万円以上であり、かつ契約終了
後に所有権が移転する場合に限り、通常の売買取引に係る⽅法に準じた会計処理を⾏っています。

（７）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲
現⾦（⼿許現⾦及び要求払預⾦）及び現⾦同等物（知名町資⾦管理⽅針において、歳計現⾦等の保
管⽅法として規定した預⾦等をいいます。）
なお、現⾦及び現⾦同等物には、出納整理期間における取引により発⽣する資⾦の受け払いを含ん
でいます。

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 出納整理期間

当会計年度に係る出納整理期間（令和3年4⽉1⽇〜5⽉31⽇）の現⾦出納に関する取引を当会計
年度の取引に含めています。

② 消費税及び地⽅消費税の会計処理
税込⽅式によっています。

③ 物品及びソフトウェアの計上基準
物品については、取得価額⼜は⾒積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として
計上しています。ソフトウェアについても、原則として物品の取扱いに準じています。

④ 資本的⽀出と修繕費の区分基準
資本的⽀出と修繕費の区分基準については、原則として⾦額が60万円未満であるときに、修繕費
として処理しています。ただし、実施した⼯事の性質により、原状回復と判断された⼯事につい
ては⾦額によらず修繕費として処理しています。

２．重要な会計⽅針の変更等
（１）会計⽅針の変更

なし

（２）表⽰⽅法の変更
なし

（３）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲の変更
なし
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⼀般会計等財務書類 注記
３．重要な後発事象
（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の⼤幅な変更
なし

（３）地⽅財政制度の⼤幅な改正
なし

（４）重⼤な災害等の発⽣
なし

４．偶発債務
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体（会計）の⾦融機関等からの借⼊債務に対し、保証を⾏っています。

0千円 88,000千円

0千円 49,205千円

0千円 137,205千円

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
なし

（３）その他主要な偶発債務
なし

５．追加情報
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①⼀般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。

②地⽅⾃治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間
 における現⾦の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

履⾏すべき額が確定していない
損失補償債務等

貸借対照表
未計上額

奄美海運 79,200千円 8,800千円
おきえらぶフローラル
株式会社

44,285千円

⼀般会計
奨学資⾦特別会計
知名町⼟地改良事業換地清算特別会計

計 123,485千円 13,720千円

4,920千円

団体（会計）名 確定債務額 総額損失補償引当⾦
計上額
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⼀般会計等財務書類 注記
③表⽰単位未満の⾦額は四捨五⼊することとしておりますが、四捨五⼊により合計⾦額が⼀致しな
 い場合があります。 

④地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断⽐率の状況
実質⾚字⽐率・・・・・・・・・・・・・ △ 3.92 ％
連結実質⾚字⽐率・・・・・・・・・・・ △ 12.73 ％
実質公債費⽐率・・・・・・・・・・・・ 9.76 ％
将来負担⽐率・・・・・・・・・・・・・ 22.30 ％

⑤利⼦補給等に係る債務負担⾏為の翌年度以降の⽀出予定額
千円

⑥過年度修正等に関する事項
なし

（２）貸借対照表に係る事項
①売却可能資産の範囲及び内訳
 ア 範囲

個別の固定資産について、売却可能性を検討した上で決定しています。
 イ 内訳

事業⽤資産  0千円（ 0千円）
インフラ資産  0千円（ 0千円）
物品  0千円（ 0千円）
令和3年3⽉31⽇時点における売却可能価額を記載しています。
また、括弧内の⾦額は貸借対照表における簿価を記載しています。

②地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担⽐率の算定要素
標準財政規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円
元利償還⾦・準元利償還⾦に係る基準財政需要額算⼊額・・・ 千円
将来負担額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円
充当可能基⾦額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円
特定財源⾒込額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円
地⽅債現在⾼等に係る基準財政需要額算⼊額・・・・・・・・ 千円

（３）⾏政コスト計算書に係る事項
なし

3,779,215
741,090

10,518,323
2,696,618

502,329
6,640,843

559
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⼀般会計等財務書類 注記
（４）純資産変動計算書に係る事項

①固定資産形成分
固定資産の額に流動資産における短期貸付⾦及び基⾦等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不⾜分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた⾦額を計上しています。

（５）資⾦収⽀計算書に係る事項
①基礎的財政収⽀

千円

②既存の決算情報との関連性

 地⽅⾃治法第233条第1項に基づく歳⼊歳出決算書は「⼀般会計」を対象範囲としているのに対
し、資⾦収⽀計算書は「⼀般会計等」を対象としているため、歳⼊歳出決算書と資⾦収⽀計算書は
⼀部の特別会計の分だけ相違します。
 歳⼊歳出決算書では繰越⾦を収⼊として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ
相違します。

③資⾦収⽀計算書の業務活動収⽀と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資⾦収⽀計算書

業務活動収⽀
  投資活動収⼊の国県等補助⾦収⼊
  未収債権、未払債務等の増加（減少）
  減価償却費
  賞与等引当⾦繰⼊額
  退職⼿当引当⾦繰⼊額 
  徴収不能引当⾦繰⼊額
  資産除売却益（損）
純資産変動計算書の本年度差額

0千円
△21,249千円

0千円
△305,812千円

1,165,279千円
212,613千円
36,915千円

△1,628,486千円
△70,884千円

0千円 0千円
△30,000千円

6,970,144千円

収⼊（歳⼊）
7,144,244千円

75,520千円
△254,512千円

0千円

⽀出（歳出）
6,944,399千円

55,745千円
0千円

0千円

資⾦収⽀計算書

繰越⾦のうち歳計剰余⾦処分による基⾦積⽴
に伴う差額
翌年度繰上げ充⽤⾦に伴う差額
相殺消去に伴う差額

591,192

歳⼊歳出決算書
財務書類の対象となる会計の範囲に伴う差額
繰越⾦のうち前年度歳⼊歳出差引額に伴う差額

△30,000千円
6,935,252千円

― 6 ―



⼀般会計等財務書類 注記
④重要な⾮資⾦取引

なし
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１．重要な会計⽅針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価⽅法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以降に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。
法適⽤会計、地⽅三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

法適⽤会計、地⽅三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価⽅法
① 有価証券

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価

② 出資⾦
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資⾦額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資⾦の価値が著しく
低下した場合には、相当の減額を⾏うこととしております。なお、出資⾦の価値の低下割合が
30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価⽅法
①原材料、商品等・・連結対象団体の会計規則に基づく評価⽅法
②販売⽤⼟地・・・・地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律施⾏規則第4条第2項各号に掲げる⽅法

連結財務書類 注記
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連結財務書類 注記
（４）有形固定資産等の減価償却の⽅法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  なお、主な耐⽤年数は以下の通りです。

建物 15年 〜 50年
⼯作物 10年 〜 60年
物品 2年 〜 17年

法適⽤会計、地⽅三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  （ソフトウェアについては、⾒込利⽤期間（５年）に基づく定額法によっています。）

法適⽤会計、地⽅三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引
 及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き
 ます。） 

        ・・・・・・・・・・・・・・・⾃⼰所有の固定資産に適⽤する減価償却⽅法と同⼀の⽅法 
法適⽤会計、地⽅三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

（５）引当⾦の計上基準及び算定⽅法
① 徴収不能引当⾦

未収⾦ならびに徴収不能引当⾦については、過去 5 年間の平均不能⽋損率により、徴収不能⾒込
み額を計上しています。

②退職⼿当引当⾦
 退職⼿当債務から組合への加⼊時以降の負担⾦の累計額から既に職員に対し退職⼿当として⽀給
 された額の総額を控除した額に、組合における積⽴⾦額の運⽤益のうちの持分相当額を加算した
 額を控除した額を計上しています。 

③損失補償等引当⾦
なし

④賞与等引当⾦
翌年度の６⽉⽀給予定の期末⼿当及び勤勉⼿当並びにそれらに係る法定福利費相当額の⾒込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理⽅法
ファイナンス・リース取引については、１件当たりの契約額が300万円以上であり、かつ契約終了
後に所有権が移転する場合に限り、通常の売買取引に係る⽅法に準じた会計処理を⾏っています。
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連結財務書類 注記
（７）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲

現⾦（⼿許現⾦及び要求払預⾦）及び現⾦同等物（容易に換⾦可能であり、かつ、価値変動が僅少な
もので、流動性の⾼い投資をいいます。ただし、⼀般会計等においては、知名町資⾦管理⽅針におい
て、歳計現⾦等の保管⽅法として規定した預⾦等をいいます。）
なお、現⾦及び現⾦同等物には、出納整理期間における取引により発⽣する資⾦の受け払いを含ん
でいます。

（８）消費税及び地⽅消費税の会計処理
消費税等の会計処理は、税込⽅式によっています。
ただし、⼀部の会計については、税抜⽅式によっています。

２．重要な会計⽅針の変更等
（１）会計⽅針の変更

なし

（２）表⽰⽅法の変更
なし

（３）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲の変更
なし

３．重要な後発事象
（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の⼤幅な変更
なし

（３）地⽅財政制度の⼤幅な改正
なし

（４）重⼤な災害等の発⽣
なし

４．偶発債務
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

なし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
なし

（３）その他主要な偶発債務
なし
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連結財務書類 注記
５．追加情報
（１）連結財務書類の対象範囲

連結財務書類の対象範囲については、全体財務書類の対象範囲に下記の団体（会計）を含みます。

連結の⽅法は次のとおりです。
①⼀部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき⽐例連結対象としています。
②第三セクター等は、出資割合が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質 
 的に主導的な⽴場を確保している団体は含みます。）は、全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間
地⽅⾃治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間
における現⾦の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

（３）表⽰単位未満の取扱い
表⽰単位未満の⾦額は四捨五⼊することとしておりますが、四捨五⼊により合計⾦額が⼀致しない場合
があります。 

⽐例連結 50.00%沖永良部衛⽣管理組合（⼀般会計）
⽐例連結

⽐例連結

⽐例連結

50.00%
⽐例連結 50.00%
⽐例連結 1.33%

1.17%
⽐例連結 5.08%
⽐例連結 6.71%

6.88%

団体名 連結⽅法 ⽐例連結割合
沖永良部与論地区広域事務組合 ⽐例連結 34.13%

⽐例連結 0.59%
⽐例連結 0.38%

-
全部連結 -
全部連結

全部連結 -
全部連結 -

沖永良部衛⽣管理組合（と畜場特別会計）
沖永良部バス企業団
⿅児島県市町村総合事務組合（消防）
⿅児島県市町村総合事務組合（⾮常勤）

沖永良部農業開発組合
南栄糖業

⿅児島県市町村総合事務組合（緊急医療）
奄美群島広域事務組合（⼀般会計）
奄美群島広域事務組合（奄美TIDA）
⿅児島県後期⾼齢者医療広域連合（普通会計）
⿅児島県後期⾼齢者医療広域連合（事業会計）

奄美海運
おきえらぶフローラル
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１．重要な会計⽅針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価⽅法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以降に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。
法適⽤会計については、各会計の基準に従って作成しています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価⽅法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

法適⽤会計については、各会計の基準に従って作成しています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価⽅法
① 有価証券

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価

② 出資⾦
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準⽇における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資⾦額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資⾦の価値が著しく
低下した場合には、相当の減額を⾏うこととしております。なお、出資⾦の価値の低下割合が
30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価⽅法
連結対象会計の会計規則に基づく評価⽅法

全体財務書類 注記
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全体財務書類 注記
（４）有形固定資産等の減価償却の⽅法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  なお、主な耐⽤年数は以下の通りです。

建物 15年 〜 50年
⼯作物 10年 〜 60年
物品 2年 〜 17年

法適⽤会計については、各会計の基準に従って作成しています。

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法
  （ソフトウェアについては、⾒込利⽤期間（５年）に基づく定額法によっています。）

法適⽤会計については、各会計の基準に従って作成しています。

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引
 及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き
 ます。） 

        ・・・・・・・・・・・・・・・⾃⼰所有の固定資産に適⽤する減価償却⽅法と同⼀の⽅法 
法適⽤会計については、各会計の基準に従って作成しています。

（５）引当⾦の計上基準及び算定⽅法
① 投資損失引当⾦

市場価格のない投資及び出資⾦のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質
価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当⾦
未収⾦ならびに徴収不能引当⾦については、過去 5 年間の平均不能⽋損率により、徴収不能⾒込
み額を計上しています。

③退職⼿当引当⾦
 退職⼿当債務から組合への加⼊時以降の負担⾦の累計額から既に職員に対し退職⼿当として⽀給
 された額の総額を控除した額に、組合における積⽴⾦額の運⽤益のうちの持分相当額を加算した
 額を控除した額を計上しています。 

④損失補償等引当⾦
履⾏すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地⽅公共団体の財政の健全化に関する法
律に規定する将来負担⽐率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当⾦
翌年度の６⽉⽀給予定の期末⼿当及び勤勉⼿当並びにそれらに係る法定福利費相当額の⾒込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
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全体財務書類 注記
（６）リース取引の処理⽅法

ファイナンス・リース取引については、１件当たりの契約額が300万円以上であり、かつ契約終了
後に所有権が移転する場合に限り、通常の売買取引に係る⽅法に準じた会計処理を⾏っています。

（７）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲
現⾦（⼿許現⾦及び要求払預⾦）及び現⾦同等物（知名町資⾦管理⽅針において、歳計現⾦等の保
管⽅法として規定した預⾦等をいいます。）
なお、現⾦及び現⾦同等物には、出納整理期間における取引により発⽣する資⾦の受け払いを含ん
でいます。

（８）消費税及び地⽅消費税の会計処理
消費税等の会計処理は、税込⽅式によっています。
ただし、⼀部の会計については、税抜⽅式によっています。

２．重要な会計⽅針の変更等
（１）会計⽅針の変更

なし

（２）表⽰⽅法の変更
なし

（３）資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲の変更
なし

３．重要な後発事象
（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の⼤幅な変更
なし

（３）地⽅財政制度の⼤幅な改正
なし

（４）重⼤な災害等の発⽣
なし
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全体財務書類 注記
４．偶発債務
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体（会計）の⾦融機関等からの借⼊債務に対し、保証を⾏っています。

0千円 88,000千円

0千円 49,205千円

0千円 137,205千円

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
なし

（３）その他主要な偶発債務
なし

５．追加情報
（１）全体財務書類の対象範囲

全体財務書類の対象範囲については、⼀般会計等財務書類の対象範囲に下記会計を含みます。

（２）出納整理期間
地⽅⾃治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間におけ
る現⾦の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

（３）表⽰単位未満の取扱い
表⽰単位未満の⾦額は四捨五⼊することとしておりますが、四捨五⼊により合計⾦額が⼀致しない場合
があります。 

計 123,485千円 13,720千円

損失補償引当⾦
計上額

貸借対照表
未計上額

奄美海運 79,200千円 8,800千円

下⽔道事業特別会計 全部連結 -
農業集落排⽔事業特別会計 全部連結 -

団体名 連結⽅法 ⽐例連結割合
⽔道事業会計 全部連結 -

団体（会計）名 確定債務額

履⾏すべき額が確定していない
損失補償債務等 総額

おきえらぶフローラル
株式会社

44,285千円 4,920千円

知名町合併処理浄化槽事業特別会計 全部連結 -
国⺠健康保険特別会計 全部連結 -

-
後期⾼齢者医療特別会計 全部連結 -
介護保険特別会計 全部連結
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